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「公共調達分野」×「ベンチャー企業」×「電子記録債権」 

 

１．提案骨子 

ベンチャー企業の資金面での参入障壁（精算払い）を解消 

 公共調達分野へのベンチャー企業の参入促進 

（システム分野、医療・介護分野、広報分野、公共工事分野 など） 

イノベーションによる新たな労働投入量の確保・生産性の飛躍的向上 

 公共調達分野の支払手段に電子記録債権を追加 

ベンチャー企業の育成／新産業の創出 

競争力のある 

企業育成 

『日本経済再興』 

持続可能な 

地域社会づくりへ 

『地方創生』 

 政府は、「日本再興戦略」改定2014にお

いて、「政府調達におけるベンチャー企業
の参入促進」を目指す方針。 

 

 「公共調達分野」へ着目。 

 

 ①公共調達は一定規模のマーケットを形成、  

   地域経済活性化のトリガーとしての役割 

 ②ベンチャー技術活用余地は大 

 

 加え、電子記録債権を支払い手段として
追加することで、ベンチャー企業の資金面
の懸念を解消。 

 

 特に、下記理由から、「公共工事分野」を
パイロット分野としてご提案。 

 

 ①公共調達の最大の市場は公共工事分野 

 ②生産性向上のニーズが高く、ベンチャー 

  技術活用ニーズが高い 
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公共工事分野を取り巻く環境 

 

２．背景 

 公共工事分野における資本投下量は中
長期的にも拡大が見込まれる。 

  ～短期：復興や東京五輪関連需要 

  ～中長期：老朽化インフラ等の更新需要 

 

 労働力人口は加速度的に減少見込み。 

 

 国土維持に必須の投資である公共工事
の継続性確保には、下記が必要。 

 

 ①イノベーションによる新たな労働投入量 

   の確保（女性・シルバー等） 
 ②イノベーションによる生産性の向上 

 

労働力人口の予測 （資料：内閣府「人口減少と日本の未来の選択」H26/3/19） 

労働力人口は、 出生率が回復し
（2030年に合計特殊出生率が2.07まで

上昇）、かつ女性がスウェーデン並みに
働き、高齢者が現在よりも５年長く働い
たとしても、2060年には5,400万人程度
まで減少。 

現状継続した場合は、6,577万人から
3,795万人に減少。 

国内インフラの更新費用想定：国土交通省所管8分野 （資料：国土交通省「国土交通白書 平成23年版」） 

2011年度以降の50年間で、約190兆
円の更新費用が必要と推計 

2037年度には維持管理・更新費が投
資総額を上回り、2011年度以降の50年
間に必要な更新費（約190兆円）のうち、
約30兆円（全体必要額の約16％）の更
新ができないと試算 



公共調達分野の現状 ～ベンチャー企業参入にあたっての課題 

 

パイロット分野としてご提案
（次々頁以降に詳細化） 
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３．基本的な課題認識 

 公共調達分野は、一定の市場規模があり、 

民間事業者にとっても大きなマーケット 

 政府は、「日本再興戦略」改定2014において、 

「政府調達におけるベンチャー企業の参入促進」を 

目指す方針 

先例主義、実績主義、仕様主義の傾向 

 ベンチャー企業の参入を促進するには、 

既存の慣行打破とともに、 

既存制度の規制緩和が必要 

ベンチャー企業による技術開発・商品開発は 

「オープンイノベーション」による 

迅速性・機動性の高さが魅力 

 ただし、公共調達分野において 

ベンチャー企業が活躍できる体系的な制度や 

イノベーション創出のプラットフォームは未成 

公共調達分野における支払は 

請負業務完了後・完成品納品後の「精算払い」 
が基本 

 資本力・資金調達力に課題のある 

ベンチャー企業にとって、 

「精算払い」は参入障壁の可能性 

公共調達分野 

（例） 

ベンチャー企業の技術力が活かせる領域は 

公共調達分野に相応に存在 

 ベンチャー企業の技術力を活かせる 

分野毎にきめ細かく「求める技術シーズ」を 

設定し、公共調達の中で積極登用する必要 

システム導入分野 医療・介護分野 広報分野 公共工事分野 

基盤となる 

ベンチャー技術 クラウドサービス、ビッグデータ、ウェアラブル、モバイルアプリ、センシング、IoT、ロボット、セキュリティ… 

サービスとして
の展開例 

庁内システム改善 

住民データ管理 

公金収納効率化… 

 

遠隔見守り 

バイオ医療 

ロボット介護… 

 

オン・デマンド観光情報 

公報ネット配信 

WEB広告… 

 

公共調達分野におけるベンチャー企業の活動期待領域（イメージ） 

省力化施工 

遠隔監理・工事検査 

自動点検… 

 



スキーム図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
地元建設業者の規模 
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４．電子記録債権を活用した復興支援事例 

事業者の信用力に依存しない 
迅速な資金調達 

お客さまから見た資金調達の流れ

地元建設業者等 協議会
債権管理サービス

合同会社

三菱総合研究所

⑥割引資金の
振込（自動） ③出来高確認、

電子債権の
振出指示

⑦期日決済

②工程表の提出

女川町

※協議会に対して一括発注

※期日に支払

※工期管理のためのタブレット
端末等を提供

①債権譲渡

金融機関

※普段お使いの口座に入金可

地元建設業者の声 

 「非常によい仕組みであり、柔軟に対応してもらっているので困っていない。今、このスキームをやめ、新たに資金支援の準

備をしてもらうとすると時間が無駄に流れ、復興が遅れることになるので、このスキームで行きたい。」 

 「協議会として、コスト面・使い勝手の良さ等、総合的に判断して選んだ。」 

 災害公営住宅の建設を請け負う
被災地の地元建設業者を支援す
るため、国交省と宮城県女川町と
連携し、電子債権を活用した新た
なスキームを構築。 

非公開 
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５．タブレット端末を活用した検査システム 

元請業者 

下請業者C 

下請業者B 

下請業者A 

⑥承認 

②送付 

⑤内容確認 

⑦内容確認 

or 

①業者・物件リストの作成 

PC 

PC タブレット端末 PC タブレット端末 

出来高 

確認 

事前 

情報登録 

⑧確定 

③登録 

レンタルサーバ 

検査機関 

④出来高申請 

※工事業者への与信方法に関して特許出願中 
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【参考】 工務店の申請イメージ 

① 申請HPで自身のID・PWログイン 

② 申請対象物件を選択 

③ プルダウンリストから申請
工事ステータスを選択 

④ 現場写真を撮影 
⑤ 申請ボタン押下で手続完了 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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【参考】 基礎工事完了時の申請 
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スキーム図1 

 

⑥
工
事
代
金
支
払 

 

（完
成
後
） 

⑤割引 

 公共工事発注者は、ベンチャー企業に対して公共工事を発注（①）。ベンチャー企業は、工事進捗に応じて民間検査機関に
資料を提出（②）。民間検査機関は、検査を行い部分払可能な金額を算出、公共工事発注者は電子債権を発行（③）。 

 ベンチャー企業は受け取った電子債権を金融機関に譲渡し（④）、割引代金を受取（⑤）。ベンチャー企業は自身の信用力に
依存しない迅速な資金調達が可能。 

 公共工事発注者からの工事代金の支払により、SPCは電子債権期日に決済（⑥）。 

公共工事発注者 

ベンチャー企業 

※検査情報を提供 

①
工
事
発
注 

④譲渡 

金融機関 

着工 
前払金
支払 

第1回 

融資 

第2回 

融資 

（工事
完成） 

債務 

確定 

40% 40% 40% 

融資 

30% 

融資 

30% 

融資 

40% 

100% 

出来高70% 

出来高100% 

利用イメージ 

発
注
者
か
ら
の
入
金

に
よ
り
返
済 

事業者の信用力に 
依存しない資金調達 

６．目指すべき姿 

（注）1. 検討段階であり、本件実施に際しては実態を踏まえた詳細検討及び弊行所定の審査等が必要となります。現時点で弊行が本スキームを確約する 
ものではございませんので、ご了承下さい 

②
工
事
進
捗
確
認
資
料
を
提
出 

検査手続を 
明確化、 
官民で共有 

電子記録
債権による
支払を実現 

代価の同額まで 
融資可能 

事業者の信用力に依存しない 
迅速な資金調達 

民間検査機関 

①
検
査
業
務
を
委
託 

③発行 

②
報
告 
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対応事項と緩和措置による効果 

  

課題 先行事例 対応事項 緩和措置による効果 

支払方法の

制限 

 SPCを設立し、発注者

に代わり、SPCが電子

債権を発行 

 発注者自身が電子債権

を発行可能に 

 電子債権割引により、工事進捗に応じた工事 

代金の早期資金化が可能 

 現金の交付による支払タイミングは従前と変わら

ず、発注者の管理負担は限定的 

検査手続き  三菱総合研究所が発

注者に代わり、タブレッ

ト端末等を用いて検査

を実施 

 部分払に必要な要件を

明確化し、官民が連携し

て客観的な評価ができ

るよう指針を設定 

 共通の指針に沿って検査手続を行うことで、発注

者、事業者共に事務負荷を軽減 

 客観的な出来高確認が可能となり、民間の査定

結果を官サイドでも活用可能 

債権譲渡  国交省制度融資の雛

形を参考に、債権譲渡

承諾を発注者と協議 

 債権譲渡可能な場合を

明文化し、承諾手続等

の事務取扱要領を作成 

 民間金融機関に譲渡を可能とすることで、簡易な

資金調達が可能 

 発注者の優良な信用に基づいた資金調達により、

事業者の金利負担を軽減 

７．対応事項と緩和措置による効果 

 災害公営住宅建設支援時に課題
となった規制事項について対応を
行うことで、地方創生を支える中
小事業者の資金調達の円滑化と
発注者の事務負荷削減に貢献。 
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障害となっている規制事項と、求められる措置 

 

８．新たな措置に係る提案 

規制事項及び根拠法令 求められる緩和措置 

会計法第第15条 ：支出方法の制限 
 歳出予算に基づく支払いは、現金の交付の他、小切手に
よる支払いのみの規定 

 電子記録債権を活用した国費支払が可能であることの明
文化 

予算決算及び会計令第72条、95条他 ：入札参加資格 
 工事等の入札時に、契約種類や金額等に応じて、工事、
製造又は販売等の実績、従業員の数、資本の額その他
の経営の規模及び経営の状況に関する事項について入
札に参加する者に必要な資格を定めることが可能 

 ベンチャー企業活用型の公共調達を行う際に、実績要件
や資本の額などの資格要件を大幅緩和する運用を導入 

予算決算及び会計令第101条の10 ：部分払の限度額 
 請負契約に係る既済部分に対する代価の一部を支払う
場合の額は、既済部分に対する代価の十分の九をこえる
ことが不可 

 支払い可能額を、代価の9/10から、代価と同額まで可能
に 

 部分払かかる検査手続きの迅速化 （情報通信技術活用
による、遠隔検査の許容等） 

公共工事標準請負契約約款第5条 ：債権譲渡禁止 
 請負契約における権利・義務の第三者への譲渡は原則
禁止（甲の承諾を得た場合は、この限りではない） 

 譲渡可能な場合の明文化 
 債権譲渡する場合の、承諾手続きなどの事務取扱要領
を雛形として国が作成 

官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律
第7条 ：地方公共団体における受注機会の確保の努力規定 
 国の施策に準じて、機会確保の施策を講ずる義務 

 ベンチャー企業の受注機会確保の努力規定盛込み（「技
術開発・工事一体型調達」案件でのベンチャー優遇等） 

 達成指標（ベンチャー企業への発注率）に応じた、各種交
付金の優先充当施策等の導入 

建築基準法全般／土木工事関連技術基準全般 
 建設にかかる新たな工法に対する大臣認定手続き 

 大臣認定手続きの迅速化 ：情報通信、ロボット技術等施
工の効率化につながる施工技術の認定手続きを行う専
門機関・組織の設置 

企業のベンチャー投資促進税制（経済産業省所管） 
 ベンチャーファンドを通じてベンチャー企業へ投資した企
業は、出資額の80％を上限に損失準備金を積み立て、損
金算入可能 

 対象ファンドの規模要件緩和 ：中小ファンドも対象に 
 上限の撤廃 ：一定の要件（公共性を有する技術開発目
的など）を満たすベンチャー企業への投資においては、出
資額全額を損失準備金として損金算入可能に 

※ 地方公共団体の場合は「地方自治法」及び「地方自治法施行令」が該当 

公共工事関連の積算基準／設計労務単価／成績評定等 
 基本的に、建設労務作業量に応じた人件費単価が積算
の基準 ←省力化技術等の導入が反映されにくい 

 ICT、ロボットなどの省力化技術導入に対応した積算体系
と工事成績評定体系の構築 

 女性・シルバー層の積極雇用に対するインセンティブ 

公共工事分野への 

ベンチャー企業参入促進 

公共工事分野への 

電子記録債権の活用 

※ 

※ 

※ 

・右記に加え、下記の制度的手当ても 

考えられる。 

 

①建設技術研究開発助成制度の弾力運用 

 ～ 案件採択の通年化 

 ～ 「ベンチャー型」などの新設 

 ～ 特定技術分野に絞った公募テーマ設定 

 

②PFI法に基づく民間提案制度の活用 

 ～ ベンチャー技術活用を前提とした 

    プロジェクトメイキングの誘導 
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GDPから見た本提案の効果 

 本提案は、『日本国内の建設産業分野に着目し、今後加速度的な増大が見込まれるインフラ・建築物の更新需要に対応す
るために、ベンチャー企業をはじめとする技術革新・イノベーションを公共工事分野に積極的に活用していくことで、建設産
業分野での生産効率性を飛躍的に高め、もって、建設産業分野での女性･高齢者層の雇用拡大、社会基盤・都市環境の
持続性（＝国土強靭化）、ベンチャーの活躍領域の拡大による産業活性化などを達成しよう』とするもの。 

 

 産業力を測る代表的な指標であるGDPは、以下の通り、の3つの要素から成ると言われている。 

 

 

 

 

 今後の建設産業分野を見据えた場合、以下のように整理できる。 

 資本投下量 ：政府による成長戦略や復興需要、東京五輪への準備などの影響もあり、短期的に見ても建設需要
は旺盛な状態が継続するものと思われ、中長期的に見ても、老朽化するインフラ・建設物の更新（建替・改修・維持
補修）の需要は加速度的に増大することが確実視されている。 

 労働投入量 ：建設産業分野は、以前より「3K業界」と言われ、特に、女性が敬遠しがちな分野とされてきた。現在

でも、建設産業分野の労働者人口は減少傾向であり、間接産業分野での人材確保・雇用促進が業界、ひいては
国内全体の主要課題になっている。 

 TFP（全要素生産性） ：長く続いた日本経済の停滞期には資本ストックの調整が続いたため、資本投下の量的拡

大が見込みにくい状況であった。また、少子高齢化の影響もあり、労働力人口の減少傾向が続いていた。そのた
め、経済成長を進展するには、このTFPを上げていくことが必要だと言われてきた。このTFPの向上を牽引するの
はイノベーションの担い手であるベンチャー企業であるとも言われてきた面がある。 

 

 つまり、本提案は、「資本投下量の伸びが見込まれる建設産業分野」において「TFP向上に寄与する技術革新・イノベーショ

ンをベンチャー企業活用によって向上させ」、「生産効率の上がった建設産業での女性・シルバー層の雇用促進による労働
投入量を確保」しようとするものである。 

ご参考資料①：本提案の効果 

GDP 

国内総生産 
資本投入量 労働投入量 

TFP 

全要素生産性 
＝ × × 

Total Factor Productivity 

資本投入量 労働投入量 
TFP 

全要素生産性 
× × 

建設分野の 

GDP 
＝ 

これまでのトレンド 

今後期待するトレンド 

↓更新需要増大 ↓女性・シルバー層 ↓ベンチャー活用 
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建設業界、ITを中心としたベンチャー業界を取り巻く環境のまとめ 

 

ご参考資料②：取り巻く環境のまとめ 

 景気向上、インフラ老朽化、東京五輪等による建
設需要の急激な増加 

 政府方針としての「PPP/PFI推進」により、政府・自
治体調達分野でも、民間ノウハウ活用が課題 

 建設技術人材不足の顕在化（特に、生産現場で
の技術者不足深刻） 

 先端的技術開発プロセスにおける「時間と費用」
の負担問題と、迅速性の欠如 
 

建設業界の状況 ITを中心としたベンチャー業界の状況 

 「建設分野」への情報通信技術の導入が進捗しつ
つあるものの各種規制や標準仕様優先の存在な
どが影響し、ベンチャー企業の知見を機動的に活
用できない状況が続く 

 ベンチャー業界自体は「オープンイノベーション」
による有機的な技術開発が一般的 

 「IoT（Internet of Things）」をコンセプトとする新た
な商品開発を行う動きも加速中 

➜ 東京五輪や老朽インフラ対策を背景に、国内の建設生産の現場において、ITやロボットなどを活用し生産効率を上げる「自
動化」・「省人力化」がこれまで以上にもとめられてくるのではないか？ 
 

➜ 建築生産・インフラ管理等の自動化に応用できる先端技術が次々と誕生しているのではないか？                 
～ウェアラブル機器、ロボット、センシング技術、「IoT」コンセプト商品 ←建設施工の自動化、工事監理・検査の効率化へ 
 

➜ こういった先端技術を可及的速やかに、機動的に導入できること＝実証的に技術導入にチャレンジできるフィールドやプロ
ジェクトが用意されることが、建設業界にとっての喫緊の課題ではないか？ 
 

➜ 技術開発を機動的かつ柔軟性をもって担えるのは、オープンイノベーションを得意とするベンチャー企業ではないか？ 
 

➜ 日本の産業活力の源泉となるベンチャー企業の成長・新産業の創出には、市場規模が大きく、かつ「絶対に無くならない」建
設業界へのシームレスかつ迅速な参入をサポートすることが近道ではないか？ 

仮説 
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事業イメージ（事業主体・実施場所などは未定） 

 

ご参考資料③：事業イメージ 

【ご参考】 ロボット分野 

 

経済産業省及び国土交通省はH25/7より
「次世代社会インフラ用ロボット開発・導入検
討会」を設置、同年12月に「社会インフラ用ロ
ボット開発・導入重点分野」を策定している。 

重点分野は大きく、「維持管理」と「災害対
応」に関わる以下の5分野。 

 ①橋梁の近接目視、打音検査、作業台車 

 ②トンネルの近接目視、打音検査、作業台車 

 ③河川及びダムの水中箇所：近接目視 

 ④災害状況調査：土砂災害、火山災害、 

            トンネル崩落 

 ⑤応急復旧：土砂災害、火山災害 

上記の通り、対象分野は人力では限界のあ
る検査や、災害現場での情報収集・応急復旧
などが主となっており、建設産業の主幹をなす
「インフラ・建築の生産＝施工」分野でのロボッ
ト活用については、限定的な取扱いとなってい
る。 

ベンチャー技術を活用した 

公共工事分野での 

「オープンイノベーション」 
 

ベンチャー 

 

ウェアラブル 

技術 
ベンチャー 

 

ベンチャー 

 

センシング 

技術 

IoT技術 

ベンチャー 

 

ロボット技術 

地方 

建設会社 

大手 

建設会社 

設計・ 
監理会社 

建材会社   

建機会社   

展開イメージ 

 

 自治体や整備局単位で建設分野のオープンイノ

ベーション・プラットフォームを整備し、「建設」×

「ベンチャー」の迅速な協働研究開発を誘導すると

ともに、エリア内の公共事業において、「ベンチャー

技術活用」案件を積極的に創出していくエリアとし

て位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 先端技術の導入により省力化・高品質化が期待で

きる特定工事案件を「技術課題設定型案件（総合

評価型）」もしくは、「技術開発・工事一体型調達案

件」等として発注、とし、コンソーシアムにおけるベ

ンチャー企業の参画を必須化 

 

 

 

 

高効率建機 

機能性素材 

施工監理 

自動化 
施工効率化 

省力化 

シーズの提供 

（実用化） 

ニーズの提供 

（先鋭化） 

ウェアラブル機器を活用した 

施工監理自動化システム 

（自動計測、電子データ転送…） 

ロボット技術を活用した 

自動施工建設機械・システム 

（建物施工、配筋、道路舗装…） 

センシング技術を活用した 

自動検査、データ評価システム 

（劣化診断、出来高査定…） 

IoT技術を活用した 

建設現場統合効率化システム 

（作業環境向上、機器配置…） 

ロボット活用による 

災害現場復旧の 

短縮化 

クラウド活用 

による資材調達 

効率化システム 

研究開発の 

ターゲット・イメージ 

プラット 

フォーム 

 

建設業界 

ﾍﾞﾝﾁｬｰ業界 

地方自治体 

国・出先機関 

ビジネス 

マッチング 

ベンチャー登用案件創出 

実績要件や業者登録弾力化 

技術認定迅速化・研究促進 

工事案件 

実証事業 

工事案件 

特定工事案件 

（技術開発型） 

ベンチャー 建設関連企業 

応札 

資格要件緩和 

技術提案重視 

（ベンチャー優先） 提案技術審査の 

迅速化 

ｺﾝｿ 

建設業界での技術開発に加え 

ベンチャー独自の視点を融合、 

「ユーザーフレンドリー」を 

コンセプトとする省力化・効率化の 

技術を実証的に開発・運用 
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統計データ 

 

ご参考資料④：「電手」及び「でんさい」の普及状況 

利用契約社数の推移 （単位：社） 月末債権残高 （単位：億円） 

月間発生記録 （単位：件） 
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